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１．はじめに  

我が国の建設投資は2020年東京オリンピック関連

建設投資のピークを境に減少が予想されている一方

で，世界の建設市場では特にアジアで膨大なインフ

ラ需要の発生が見込まれており，建設業の海外展開

の必要性が高まっている． 

国際的な建設市場においては，これまでの日本の

シェアと比較して韓国の存在感は大きく，特に中東

では大きなシェアを占めている． 

本研究では，海外建設事業の所長およびプロジェ

クトマネージャー(PM)人材の育成・確保に注目し，

建設企業社員の海外要職経験者およびその他有識者

(企業幹部，研究者，大学教授等)へのインタビュー(表

-1)を行い日韓建設業における海外要員のスキルア

ップ過程を調査・比較するとともに，今後日本ゼネ

コンが海外で活躍する人材を育成・確保するために，

とるべき手は何かを考察した． 

表-1 インタビュー対象者 

日本 韓国
9人 12人

ゼネコン社員(元社員) 6人 11人
コンサル社員(元社員) 2人 1人
鋼橋企業社員 1人 －

12人 7人

21人 19人

その他有識者(企業幹部、研究員

　　大学教授、建設協会員等)
計

建設関連企業の海外要職経験者

 

２．日韓建設業の特徴 

日本の建設企業と韓国の建設企業の海外進出の時

系列変化を図-1 に示す．ここでは，日本の建設企業

の例として鹿島建設，韓国企業の例として現代建設

を示した．日本企業は総売上に占める海外売上の割

合は概ね 20%以内で安定的に推移しているのに対し，

韓国企業は大きな変化を示している．これは，韓国

では当初建設業が貴重な外貨獲得手段であり，1975 

年の海外建設促進法制定をはじめとする政府支援も

あったことから高い海外比率を示していたが，80 年
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図－1 日韓企業の海外進出状況(ENR1)より作成) 

代後半には中東での需要減やソウルオリンピック等

による国内需要増の影響で海外比率が著しく低下 2)

する等，国内外の影響を受けているためである．近

年では，海外建設新興計画が策定された 2000 年代後

半から売上・海外比率ともに増加している． 

３．日韓建設業におけるキャリア形成過程の分析 

インタビューにより得られた，日韓の建設関連会

社社員の経歴比較結果を図-2に示す． 

図は対象者が社会人として働いていた期間(すな

わち就職してから現在 or 退職するまでの期間)を示

しており，上部が日本社員，下部が韓国社員を示す．

この図より，韓国と比較して日本の建設関連企業の

要職経験者は，1)在外期間が長い，2)転職が少ない，

3)所長に就任するのが遅い，という特徴が見られた． 

これらの特徴のうち 1)について，韓国では国内と

海外要員は分かれているというコメントも見られた

ものの，先述のとおり韓国建設企業の海外進出割合

は時期によって大きく変化しているため，海外事業
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と国内事業双方に従事する社員が日本に比べて韓国

のほうが多いことは妥当な結果であると考える．2)，

3)についても勤続年数データやインタビュー調査に

より得られたコメントと整合がとられるため，妥当

な結果と考える． 

４．日韓建設業の海外人事戦略比較 

日本では海外事業に関する業務を行う人員(海外

要員)が全社員に対して少ない割合である上に一度

海外要員になった者は国内の仕事に従事せず海外に

関わる業務を継続して行う一方，韓国では海外要員

の割合が多く一度海外に赴任した者が国内の業務を

行うケースも見られた(図-3)． 

全社員

(海外のみ)

全社員

海外のみ
＋

海外も国内も

海外要員

海外要員

日本 韓国

 

図-3 日本・韓国建設業における海外人材戦略 

この違いは，日韓ゼネコンの海外比率推移とイン

タビュー結果を見れば明らかである．すなわち，日

本ゼネコンは海外比率が低い水準で安定的に推移し

ているにも関わらず一人の海外要員が海外に在住す

る割合が多いため，海外要員は少ない人数で固定化

されていると考えられる． 

５．日本ゼネコンの海外人材育成・確保方策 

以上に示した日本建設業における海外要員の少数

化・固定化が海外展開を阻む大きな要因であると考

え，国内で経験を積んだ社員を海外で生かすために

は何をすべきかという方向性で，4つの視点からとる

べき方策を考察した(表-2)．特に(1)や(2)は建設業全

体で取り組むべきもので簡単ではないが，今後の海

外展開を進める上で重要なものと考える． 

表-2 海外人材育成・確保の方策 

・国内土木事業の制度見直し

・新事業実施

・海外志向人材を採用

・中途採用、ヘッドハンティングによる人材の強化

・若手のジョブローテーションに海外勤務を含める

・戦略的国内配置

・本社および海外拠点に支援チームを作り現場支援

(1)国内外のギャップ解消

(2)採用人材の強化

(3)社内のキャリア形成において、海外事業を更に考慮

(4)現場への業務支援の充実
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図-2 日韓の建設関連会社社員の経歴比較結果 

所属
部門
(学科)

年齢 勤続 海外
在外/
勤続

転職
所長

年数※1

日本 10年目 20年目 30年目 40年目 （歳） （年） （年） （回） （年）

A氏 a建設 土木 57 34 18 0.53 0 25

B氏 b建設→b'コンサル 土木 54 29 21 0.72 1 24

C氏 c建設 土木 49 27 17 0.63 0 25

D氏 d建設 土木 60 37 25 0.68 0 15

E氏 a建設→e協会 土木 64 40 27 0.68 1 24

F氏 fコンサル 土木 64 40 14 0.35 0 29

G氏 支店長 g社 事務
(法学部) 49 25 11 0.44 0 20

H氏 h建設 土木 58 35 18 0.51 0 18

I氏
断続的にタイへ(計1年半)

i建設 土木 59 37 14 0.38 0 26

1年目 10年目 20年目 30年目 40年目 平均 57.1 33.8 18.3 0.55 0.2 22.9

韓国1年目 10年目 20年目 30年目 40年目

O氏 (Quality management) o建設→o'コンサル 品質等
（機械） 51 27 7 0.26 1

P氏 (Business Develop)
p'社→q建設→留学
　→p建設→p''コンサル 土木 53 28 12 0.43 4

Q氏 q建設→q'建設→q''協会 土木 62 39 10 0.26 2 18

R氏 r建設 土木 57 29 2 0.07 0 23

S氏 s建設 プラント
(電気) 40 14 5 0.36 0 13

T氏 q建設→t建設 土木 59 36 13 0.36 1 19

U氏 q建設→u建設→t建設 土木 55 27 17 0.63 2 8

V氏 q建設
プラント
(化学) 49 23 13 0.57 0 20

W氏 w重工業→公共機関→o建設
　→w'コンサル→w''コンサル 土木 68 39 10 0.26 9 18

X氏 o建設→xコンサル 土木 58 38 12 0.32 1 18

Y氏 o建設→y建設→y'研究院 土木 63 37 8 0.22 2 17

Z氏 z'コンサル→z建設
　　→z''建設→z'''建設 土木 47 19 5 0.26 3 6

1年目 10年目 20年目 30年目 40年目 平均 55.2 29.7 9.5 0.33 2.1 16.0

：日本or韓国国内勤務 ：在外勤務 ：転職 白縞部：現場所長or支店長or監理団長(所長職)として勤務 ※1：就職してから所長職に就任するまでの年数

ゼネコン コンサル(監理団長)

社会人

1年目
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